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消費者基本計画工程表について

○ 消費者基本計画工程表は、消費者基本計画に基づいて関係府省庁等が講ずべき具体的
施策についての取組予定を示すものとして、消費者委員会の意見を聴取した上で、消費者
政策会議において策定するもの。

○ 工程表は、１年に１回は改定を行い、必要な施策の追加・拡充や整理、実施状況に応じた
施策の実施時期の見直し（前倒しを含む。）等を行うこととされている。

①消費者基本計画

 消費者基本法第９条に基づき、長期的に講ずべき
消費者政策の大綱及び消費者政策の計画的な
推進を図るために必要な事項について閣議決定
するもの。
（現行計画は平成27年３月24日閣議決定）

②工程表の改定実績と今後の予定

≪これまでの改定実績≫
・ 平成27年３月24日 工程表策定
・ 平成28年７月19日 第１回改定
・ 平成29年６月21日 第２回改定

≪第３回改定に係る今後の予定≫
・ 平成30年２月頃 パブリックコメントの開始
・ 平成30年５月頃 第３回改定を消費者政策会議

決定

③消費者政策会議構成員

会長 内閣総理大臣
委員 内閣府特命担当大臣（消費者）

内閣官房長官
内閣府特命担当大臣
総務大臣
法務大臣
外務大臣
財務大臣
文部科学大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣
環境大臣
防衛大臣
復興大臣
国家公安委員会委員長
公正取引委員会委員長

※ 消費者基本法第27条に基づき設置。



消費者基本計画工程表の改定の大枠について
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平成29年６月改定 平成30年改定（現時点案）

１ 消費者の安全の確保
（１）事故の未然防止のための取組
（２）消費者事故等の情報収集及び発生・拡大防止
（３）的確かつ迅速な事故の原因究明調査と再発防止
（４）食品の安全性の確保

２ 表示の充実と信頼の確保
（１）不当な表示を一般的に制限・禁止する景品表示法の普及啓発、

厳正な運用
（２）商品・サービスに応じた表示の普及・改善
（３）食品表示による適正な情報提供及び関係法令の厳正な運用

３ 適正な取引の実現
（１）商品・サービス横断的な法令の厳正な執行、見直し
（２）商品・サービスに応じた取引の適正化
（３）情報通信技術の進展に対応した取引の適正化
（４）詐欺等の犯罪の未然防止、取締り
（５）規格・計量の適正化

４ 消費者が主役となって選択・行動できる社会の形成
（１）消費者政策の透明性の確保と消費者の意見の反映
（２）消費者教育の推進
（３）消費者団体、事業者・事業者団体等による自主的な取組の支援・促進
（４）公正自由な競争の促進と公共料金の適正性の確保
（５）環境の保全に配慮した消費行動と事業活動の推進

５ 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備
（１）被害救済、苦情処理及び紛争解決の促進
（２）高度情報通信社会の進展に対応した消費者利益の擁護・増進
（３）消費生活のグローバル化の進展に対応した消費者利益の擁護・増進

６ 国や地方の消費者行政の体制整備
（１）国（独立行政法人を含む。）の組織体制の充実・強化
（２）地方における体制整備

１ 消費者の安全の確保
（１）事故の未然防止のための取組
（２）消費者事故等の情報収集及び発生・拡大防止
（３）的確かつ迅速な事故の原因究明調査と再発防止
（４）食品の安全性の確保

２ 表示の充実と信頼の確保
（１）不当な表示を一般的に制限・禁止する景品表示法の普及啓発、

厳正な運用
（２）商品・サービスに応じた表示の普及・改善
（３）食品表示による適正な情報提供及び関係法令の厳正な運用

３ 適正な取引の実現
（１）商品・サービス横断的な法令の厳正な執行、見直し
（２）商品・サービスに応じた取引の適正化
（３）情報通信技術の進展に対応した取引の適正化
（４）詐欺等の犯罪の未然防止、取締り
（５）規格・計量の適正化

４ 消費者が主役となって選択・行動できる社会の形成
（１）消費者政策の透明性の確保と消費者の意見の反映
（２）消費者教育の推進
（３）消費者団体、事業者・事業者団体等による自主的な取組の支援・促進
（４）公正自由な競争の促進と公共料金の適正性の確保
（５）環境の保全に配慮した消費行動と事業活動の推進

５ 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備
（１）被害救済、苦情処理及び紛争解決の促進
（２）高度情報通信社会の進展に対応した消費者利益の擁護・増進
（３）消費生活のグローバル化の進展に対応した消費者利益の擁護・増進

６ 国や地方の消費者行政の体制整備
（１）国（独立行政法人を含む。）の組織体制の充実・強化
（２）地方における体制整備

臍帯血プライベートバンク関連

・旅行業における
企業ガバナンス
の強化等関連

・住宅宿泊事業法
関連

・ギャンブル等依
存症対策関連

・生活困窮者自
立支援法関連

※ 新設項目を含む分野
は赤文字にしている。
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消費者基本計画工程表の改定事項・主要事項の概要について

【Ａ ＳＤＧｓの推進に関する取組】

【Ｅ 消費生活における安全・安心の実現
に関する取組】

１ 事業者におけるガバナンスの確保等
に関する取組

２ 消費者行政における執行力の充実に
関する取組

３ 臍帯血プライベートバンクに関する
問題への対応

４ 美容医療に関する消費者問題への対応

１ 子どもの事故防止
２ 高齢者の消費者被害の防止
３ 倫理的消費の普及啓発

【Ｂ 重要施策の推進に関する取組】

１ 成年年齢引下げへの対応
２ ギャンブル等依存症対策の強化
３ 「観光先進国」実現を支える

取組の推進

【Ｃ 高度情報社会の実現に関する取組】

１ 電気通信サービスに係る消費者保護
２ 決済手段の高度化に関する取組

（サーバ型電子マネー、仮想通貨、
クレジットカード利用環境の整備）

【Ｄ 食品に関する取組】

１ 食品の安全・安心の確保
２ 食品ロス削減の推進
３ 食品表示の充実

４ 食品ロス削減国民運動
５ 消費者志向経営



【背景・現状】
１．持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成により、「誰一人

取り残されない」社会を実現するため、途上国のみなら
ず、先進国でも実施に取り組むものとして、平成27年９
月に国連で採択（2030年までの国際開発目標）。

２．安倍総理大臣が国連ＳＤＧｓサミットに出席し、「採択を
歓迎し、実施に最大限努力する」旨演説（平成27年９
月）。

３．内外の取組を省庁横断的に総括し、優先課題を特定
した上で、「ＳＤＧｓ実施指針」を策定するとともに、内閣
総理大臣を本部長とする推進本部を設置（平成28年５
月） 。

４．推進本部において「ＳＤＧｓアクションプラン2018」を取
りまとめ、公表（平成29年12月）。

Ａ ＳＤＧｓの推進に関する取組

《１ 子どもの事故防止》

【工程表における記述の骨子】
１．子どもの事故防止について、「子どもを事故から守る！プロジェクト」

を展開する。【消費、経産等】

２．子どもの事故の動向分析及び保護者等の意識・行動調査を実施。そ
の結果を踏まえて、「子供の事故防止に関する関係府省庁連絡会
議」において、子どもの事故防止策を検討・推進。【消費等】

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

「子どもを事故から守る！プロジェクト」の展開、子どもの不慮の
事故を防止するための普及活動の推進等

「子供の事故防止に関する関係府省庁連絡会議」
の開催 4

○ ＳＤＧｓは、「誰一人取り残さない」とのキーワードの下、「消費者基本計画の推進」をも個別的な施策とする極めて包括的な戦略目標。
○ 平成28年に定められた政府としての実施指針に位置付けられた４施策、そして、キーワードの考え方に近接する「高齢者の消費者被害の防止」

について取組を整理。

○ ＳＤＧｓは、「誰一人取り残さない」とのキーワードの下、「消費者基本計画の推進」をも個別的な施策とする極めて包括的な戦略目標。
○ 平成28年に定められた政府としての実施指針に位置付けられた４施策、そして、キーワードの考え方に近接する「高齢者の消費者被害の防止」

について取組を整理。



《３ 倫理的消費の普及啓発》

【工程表における記述の骨子】
１．持続可能なライフスタイルへの理解を促進するため、倫理的消

費等に関する調査研究及び普及啓発を実施。【消費】

２．倫理的消費の普及のためのイベント「エシカル・ラボ」は、地方
でも開催することとし、開催に当たり関係省庁との連携を図る。
【消費、農水、環境等】

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

倫理的消費等に関する
調査研究を実施

倫理的消費の普及啓発（多様な主体による推進活動
（ムーブメント作り）等）

《４ 食品ロス削減国民運動》

【工程表における記述の骨子】
１．食品ロス削減国民運動（NO-FOODLOSS PROJECT）を推進

（共通ロゴマークとして「ろすのん」を活用。）。【消費、文科、農
水、経産、環境等】

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

食品ロス削減国民運動
（ＮＯ－ＦＯＯＤＬＯＳＳ ＰＲＯＪＥＣＴ）の展開

《５ 消費者志向経営》

【工程表における記述の骨子】
１．消費者志向経営の広範な普及を図るために、社会的機運を高

めるための全国的な推進活動を展開する。【消費、経産】

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

《２ 高齢者の消費者被害の防止》

【工程表における記述の骨子】
１．身元保証等高齢者サポート事業について実態把握を行い、そ

の結果を踏まえ、必要な措置を検討・実施。【消費、厚労等】

２．身元保証人等のいない場合の適切な取扱いについて病院・福
祉施設等及び都道府県等に周知。【厚労】

３．地方消費者行政強化交付金を措置し、これまでに地方消費者
行政推進交付金を活用して行っていた事業を含め、地方公共団
体への支援を行う。【消費】

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

身元保証等高齢者
サポート事業の実
態把握等

病院、福祉施設
等が求める役割
等の実態を把握

必要な措置の実施

身元保証人等のいない場
合の適切な取扱いについ
て、病院等に周知等

5

地方消費者行政推進交付金（平成３０年度以降は、地方消費者行政強
化交付金）の活用により、体制整備を支援

消費者志向経営を促
進する施策の検討 消費者志向経営を促進する施策の実施



27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

Ｂ－１ 成年年齢引下げへの対応

【背景・現状】
１．平成27年6月に成立した公職選挙法改正法の附則において、民法の成年年齢の引下げの検討を行うこととされ

た。

２．成年年齢の引下げに向けた動きがある中で、新たに成年となる者の消費者被害の防止策や救済策について検
討する必要があり、消費者委員会の下に置かれた「成年年齢引下げ対応検討ワーキンググループ」において、
報告書をとりまとめ（平成29年１月）。

３．こうした動きも踏まえ、消費者庁等においては、高校生向け消費者教材を作成するなどの取組を既に実施。

【工程表における記述の骨子】
１．若年層への消費者教育を強化するため、高校生向け消費

者教育教材を作成。「消費者行政新未来創造オフィス」に
おいて、その活用方策等を探り、全国において効果的に活
用。（※ 平成29年度は、徳島県内の全ての高等学校で本
教材を活用した授業を実施）【消費、文科】

２．平成30年度以降、小・中学校における消費者教育充実の
ための教材の検討・作成。【消費】

３．次期「消費者教育の推進に関する基本的な方針」の策定
に向け、消費者教育推進会議を開催。平成29年度内に策
定予定。【消費、文科等】

４．消費者契約法専門調査会報告書（平成27年12月）におい
て今後の検討課題として引き続き検討を行うべきとされて
いる論点等については、内閣府消費者委員会でさらに審
議が行われた。その結果として示された、内閣府消費者委
員会の答申（平成29年８月）を踏まえ、必要な措置を講ず
る。【消費、法務】

５．「消費者ホットライン」の３桁化を実施し、３桁の電話番号
「１８８番（いやや！）」を周知することにより相談窓口の認
知度の向上と活用の促進を図る。【消費等】 6

高校生向けの消費者教育の様子
（平成29年10月 徳島県）
（写真出所：徳島県HP）

高校生向
け消費者
教育教材
を作成

作成した教材の効果的な活用（アクティブ・ラーニ
ングの視点からの授業改善の推進も含めて検討）

消費者教育の推
進に関する基本
的な方針の変更
の検討

小・中学校における消費者
教育の充実のため、教材の
検討・作成

＜消費者契約法＞消費者委員会の審議に対し、適
切に対応するなど、引き続き、分析・検討を行い、そ
の結果に基づいて必要な措置を講ずる。

「消費者ホット
ライン」の３桁
化

「消費者ホットライン」の周知

消費者教
育の推進
に関する
基本的な
方針を変
更

変更基本方針の下における、
施策の状況等を踏まえた検
討、必要に応じた変更の実
施

教材を使用し
た授業の実施
（試行）

試行の検証を踏まえた全国で
の活用の推進について方策
の検討・実施
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Ｂ－２ ギャンブル等依存症対策の強化

【背景・現状】
１．平成28年12月、特定複合施設区域の整備の推進に関する法律（平成28年法律第115号）の附帯決議において、ギャンブル等依存症患者への

対策を抜本的に強化することが求められたこと等を受け、ギャンブル等依存症対策推進関係閣僚会議が設置。

２．平成29年８月、同会議において、「ギャンブル等依存症対策の強化について」を決定。

【工程表における記述の骨子】
１．ギャンブル等依存症患者への対策を抜本的に強化するために、「ギャンブル等依存症対策の強化について」（平成29年８月29日ギャンブル等

依存症対策推進関係閣僚会議決定）等を踏まえ、関係府省等との連携の下で、次の取組を推進。【消費】
・ 消費者向けの注意喚起、普及啓発の実施
・ 関係機関との連携方法などを整理した対応マニュアルの策定
・ 消費生活相談員等を対象とした研修の実施
・ 地方公共団体に対する地域における自主的な取組の推進の依頼

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

「ギャンブル等依存症対策の強化について」等を踏まえた
関係府省等との連携の下での取組の推進

地方公共団体に対する自主的な取組の推進の依頼

消費者向けの注意喚起・普及啓発の作成等

対応マニュアルの策定、運用

消費生活相談員等を対象とした研修の実施



Ｂ－３ 「観光先進国」の実現を支える取組の推進
【背景・現状】
１．平成28年３月に取りまとめられた「明日の日本を支える観光ビジョン」において、2020年に訪日外

国人旅行者数4000万人、2030年に訪日外国人旅行者数6000万人の目標の達成が掲げられた。
※ 2017暦年の訪日外国人旅行者数は2869万人（推計値）。

２．多様な宿泊ニーズへの対応や、訪日外国人旅行者がストレスなく快適に我が国を旅行できる環
境の整備が重要となるところ、治安、衛生、近隣トラブル等に適切に対応しつつ、多様な民泊サー
ビスの健全な普及を図るための枠組みとして、第193回国会において住宅宿泊事業法が成立。

【工程表における記述の骨子】
＜住宅宿泊事業法の運用＞
１．住宅宿泊事業法（平成29年６月成立。平成30年６月施行予定）について、適切に宿泊者保護が図

られるよう、政省令、ガイドライン等の策定を行う。また、必要に応じ指導・監督を行う等制度の適
切な運用を行う。【国交・厚労】

＜在留外国人の相談体制強化＞
１．地方消費者行政推進交付金（平成30年度以降は、地方消費者行政強化交付金）の活用等により、

消費生活センター等における在留外国人に対する消費生活相談体制を強化する。【消費】
２．国民生活センターにおける在留外国人（在日・訪日外国人）に対する消費生活相談体制について、

訪日外国人向けの消費生活相談窓口の整備及び情報提供・啓発を実施。【消費】

8

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

地方消費者行政推進交付金（平成３０年度以降は、地方消費者行政強化交付金）の活用等による、消費生活センター等における在留
外国人に対する消費生活相談体制の強化

国民生活センターにおける調査・検討
国民生活センターにおいて、訪日外国人向けの消費生活相談窓
口の整備、情報提供・啓発

住宅
宿泊
事業
法の
成立

政省令・ガイ
ドラインの策
定

標準住宅宿
泊仲介業約
款の策定 宿泊者保護を含めた住宅宿泊事業法

の適切な運用
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(19.3%増)

2月 7.6%増

3月 9.8%増

4月23.9%増

5月21.2%増

6月18.2%増

7月16.8%増

8月20.9%増

9月18.9%増

10月21.5%増

11月26.8%増

12月23.0%増

注) 2016年以前の値は確定値、2017年1～10月の値は暫定値、2017年11～12月の値は推計値、％は対前年同月比

訪日外国人旅行者数の推移



Ｃ－１ 電気通信サービスに係る消費者保護

【背景・現状】
１．書面交付義務、初期契約解除制度、不実告知等の禁

止、勧誘継続行為の禁止等の消費者保護ルールを充
実・強化する改正電気通信事業法が、平成28年５月21
日に施行。改正後の制度の実効性を確保するため、
総務省の主催する「ＩＣＴサービス安心・安全研究会」の
下に、「モニタリング定期会合」を設置。

２．定期会合においては、
・ 契約前の説明、書面交付、代理店指導等措置

などについて事業者に質問を送付し、書面回答
を収集・分析

・ 確認措置（※）の運用状況（販売現場での覆面
調査を含む）の検証

などを行った後に、平成29年６月、平成28年度のモニ
タリングの評価結果を公表。

※ 主要な携帯電話サービスについては、8日間以内
に申し出て、電波の状況が不十分と判明した場合
や契約前の説明等の状況が基準に達しなかった
ことが分かった場合に、端末も含めて契約解除と
する措置のこと（初期契約解除制度の代替として
適用）。

３．平成29年９月、モニタリング結果を踏まえ、「電気通信
事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」を
改定。

【工程表における記述の骨子】
１．消費者保護ルールの実行性を確保するため、法執行

を適切に実施するとともに、制度の実施状況を継続的
にモニタリングする。【総務】

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

電気通
信サー
ビス分
野にお
ける制
度改正
の実施

実施状況のモニタリング

改正法
施行に
伴い、
ガイドラ
イン全
面改定

モニタリ
ング等
を踏ま
え、ガイ
ドライン
一部改
定

事業者数

書面等調査 70社

実地
調査

覆面調査 12社

利用者アンケート 12社

平成28年度のモニタリング実施状況

9



27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
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Ｃ－２ 決済手段の高度化に関する取組
【背景・現状】
＜サーバ型電子マネー＞
１．改正資金決済法により、前払式支払手段発行者の苦情処理体制を整備

（平成29年４月施行）。
２．サーバ型電子マネー発行者におけるＩＤの詐取被害の防止・回復に向けた

態勢整備のため、事務ガイドラインを改正（平成28年８月）。

＜仮想通貨＞
１．改正資金決済法により仮想通貨と法定通貨の交換業者に登録制を導入

（平成29年４月施行、平成29年12月26日時点で登録は16社）。
２．仮想通貨の取引については、金融庁・消費者庁・警察庁において、ICOにつ

いては、金融庁において、それぞれ注意喚起を実施したほか、個別事案に
対しても適切に対応。

＜クレジットカード利用環境の整備＞
１．安心・安全なクレジットカード利用環境を実現するため、「割賦販売法の一

部を改正する法律」が第192回国会で成立し、平成30年6月に施行予定。

【工程表における記述の骨子】
＜サーバ型電子マネー＞
１．事務ガイドラインの適切な運用を行うとともに、発行者による加盟店管理の

強化やコンビニエンスストア等の販売店舗における被害防止の促進に取り
組む。【金融】

＜仮想通貨＞
１．仮想通貨と法定通貨の交換業者について、マネー・ローンダリング及びテロ

資金供与規制を導入するとともに、利用者の信頼を確保するための所要の
制度整備を行い、整備された制度を適切に運用。【金融】

２．警察庁と連携して注意喚起等を実施。また、国民生活センターにおいて、改
正資金決済法に関連する研修を実施。【金融、消費】

＜クレジットカード利用環境の整備＞
１．割賦販売法の施行に向け周知を図る。【経産】
２．クレジット取引セキュリティ対策協議会の策定する実行計画を実務上の指

針として位置付け、取組を進める。【経産】

事務ガイドラインの適切な運用、サー
バ型電子マネーを販売する店舗にお
ける被害防止の促進等

利用者保護の観点等から整備された
規制の適切な運用

仮想通貨に関するトラブルについて
注意喚起

改正資金決済法（前払式支払手段
発行者の苦情処理体制を整備）の運
用

《サーバ型電子マネー関係》

仮想通貨と法定通
貨の交換業者に対
する規制の整備

《仮想通貨関係》

審議会で
の審議

法案
国会
提出

施
行
準
備

事務ガイ
ドライン改
正検討

事務ガ
イドライ
ン改正

《クレジットカード関係》

法令等の改正
に係る審議・
検討

法案
提出

施行準備
改正割賦販
売法の運用

ガイドラインの改定
検討と取りまとめ

業者への立入検査や、報告徴収の適正な執行等



Ｄ－１ 食品の安全・安心の確保

【背景・現状】
１．平成28年１月に発覚した廃棄食品の不正流通事案を受け、「食品安全行政

に関する関係府省連絡会議」において、「廃棄食品の不正流通に関する今後
の対策」（平成28年２月）をとりまとめ、対策を実施。

２．ＴＰＰ（ＴＰＰ１１を含む）及び日ＥＵ・ＥＰＡの発効を見据え、平成27年に策定さ
れた「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」を改訂し、「総合的なＴＰＰ等関連政策大
綱」を平成29年11月にＴＰＰ等総合対策本部で決定。

３．消費者の食の安全に関する情報発信については、国会審議の場において、
総理からも、より分かりやすい情報発信に努める旨を答弁。

４．「食品に関するリスクコミュニケーション研究会」を開催し、消費者庁の今後の
リスクコミュニケーションの取組方向について報告書を取りまとめ。

【工程表における記述の骨子】
１．緊急事態等の対応については、関係府省庁が連携し、日頃から適切な訓練

を実施するとともに、事態発生時においては、関係府省が相互に十分な連絡
及び連携を図り、政府一体となって迅速かつ適切に対応し、被害の発生及び
拡大の防止に努める。【消費、食安委、厚労等】

２．「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」も踏まえ、食品の安全性全般に関するリス
クコミュニケーションに取り組む。【消費、内閣、食安委等】

３．食品中の放射性物質に関するリスクコミュニケーションについては、福島県
等の被災地から消費地に重心を移して実施する。【消費、食安委、厚労等】

４．関係府省の協力を得ながら、食の安全に関する情報を整理し、ウェブサイト
等を通じて広く提供するなど、消費者への分かりやすい情報発信に努める。
【消費等】

５．ＧＡＰの実践や認証取得を促進する。【農水】

６．平成28年３月から、「食品衛生管理の国際標準化に関する検討会」を開催し、
食品衛生法等におけるＨＡＣＣＰによる衛生管理の制度化に向けた検討を行
い、同年12月に最終取りまとめを公表した。今後、これを踏まえ、食品衛生法
の改正等を検討。【厚労】

７．事業者がＨＡＣＣＰによる衛生管理に取り組めるように食品等事業者団体が
策定する手引書は、「食品衛生管理に関する技術検討会」において助言、確
認を行った後、都道府県に通知。また、ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理計画作成
のための研修等を支援。【厚労、農水】

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

食品の安全性全般に関するリスクコミュニケーションを推進

国際水準ＧＡＰの取組及び認証取得の拡大促進

ＨＡＣＣＰによる衛生管理の制度化の検討、食品等事業者
団体が策定する手引書の策定過程での助言及び確認

ＨＡＣＣＰの制度化を踏まえた、食品事業者
向け手引書の作成支援 11

食の安全に関する情報を整理し、ウェブサ
イト等を通じて広く提供するなど、消費者
への分かりやすい情報発信の取組

食品中の放射性物質に関するリスクコミュニケーションを実
施

「食品安全行政に関する関係府省連絡会議」を始めとする各種連絡
会議等の定期的な開催、緊急事態等の発生時における迅速かつ適
切な対応

厚生労働省において作成された事業者団体による
ＨＡＣＣＰ導入の手引書策定のためのガイダンス



27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

Ｄ－２ 食品ロス削減の推進
【背景・現状】
１．我が国の食品ロスは、年間621万トン発生。

※ 事業系（339万トン）と家庭系（282万トン）がほぼ同量発生。
（平成26年度）

２．関係省庁等連絡会議で、各々の取組等について情報交換。

３．平成28年５月、公明党食品ロス削減推進ＰＴが総理宛てに提言。

【工程表における記述の骨子】
● 食品ロス削減国民運動（NO-FOODLOSS PROJECT）を推進（共通ロゴ

マークとして「ろすのん」を活用。）。【消費、文科、農水、経産、環境等】

１．商慣習見直し等の促進に向けた取組を推進するとともに、情報提供を
行い消費者の理解を促進。【農水、経産、消費】

２．賞味期限内にもかかわらず、様々な理由により食品関連事業者による
販売が困難となった加工食品などの寄付を受けて福祉施設等に無償で
提供する取組（フードバンク活動）に対して必要な支援を行う。【農水等】

３．地方公共団体等の災害備蓄食料の更新に当たり、フードバンクへの提
供など、有効活用を図ることを促進する（※ 全国の地方公共団体に、
備蓄食料の有効活用について検討するよう通知で依頼（平成30年１
月） ）。【消費等】

４．学校における取組の全国への情報提供を行う。【文科】

５．食品ロス削減のために家庭で取り組める内容について、地方公共団体
等とも連携して、消費者に対する普及啓発を推進する。【消費等】

６．全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会との連携（※ 第１回食品
ロス削減全国大会を長野県松本市で開催（平成29年10月）。また、同協
議会の「おいしい食べきり」全国共同キャンペーンと連携し、忘新年会
シーズンに外食時の食べきりを推進（平成29年12月～平成30年１月））。
【消費、農水、環境】 12

商慣習見直し等の促進に向けた取組の推進及び事業者の取組
に対する消費者理解の促進

地方公共団体等の災害備蓄食料の更新に当たり、フードバン
ク等への提供を行うなど、有効活用を図ることを促進 等

学校における取組の全国への情報提供

消費者が食品ロス削減のために家庭で取り組める内容の普及啓
発（発生要因の分析等を踏まえ、内容や媒体を随時見直し）

食品ロス削減全国大会の様子
（写真出所：松本市ＨＰ） 外食時の「おいしい食べきり」全国共同

キャンペーンにおけるＰＲ資料

全国おいしい食べきり運動ネット
ワーク協議会との連携

地方公共団体に対し、有効活用の
検討を依頼



27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

Ｄ－３ 食品表示の充実

【背景・現状】
１．平成27年４月、食品表示法が施行。また、食品の機能性を表示

することができる新たな「機能性表示食品制度」を同法の下に創
設。同制度については、規制改革実施計画（平成29年６月閣議決
定）を踏まえ、運用改善に着手。

２．加工食品の原料原産地表示についての新たな制度が施行（平成
29年９月）。

３．遺伝子組換え表示の在り方については、平成29年４月から検討
会を開催し、平成30年３月に報告書を取りまとめの予定。

【工程表における記述の骨子】
１．平成27年度から施行された食品表示法に基づく新たな食品表示

制度について、消費者、事業者等に対し普及啓発を行い、理解促
進を図る。【消費】

２．平成29年９月に施行された新たな加工食品の原料原産地表示に
ついては、引き続き、消費者、事業者等への普及啓発を行い、理
解促進を図る。【消費】

３．食品添加物表示については、実態調査等の結果を踏まえ、必要
な検討を行う。遺伝子組換え表示の在り方については、平成29年
４月から検討会を開催。【消費】

４．機能性表示食品制度を始めとする食品の機能性等を表示するこ
とができる制度を適切に運用する。機能性表示食品制度について
は、公表された報告書を踏まえ、制度への反映等を引き続き行う。
また、平成29年度に施行後２年間の状況について検証した結果を
踏まえた上で、平成30年度以降に必要な検討を行う。【消費】

５．平成29年11月に公表された食品衛生法改正懇談会取りまとめ及
び平成29年12月に消費者委員会において取りまとめられた食品
衛生規制等の見直しに関する意見を踏まえ、今後、食品関連事
業者等が食品表示法違反等に伴う自主回収情報を行政に報告し、
行政が国民に提供する仕組みを構築。【消費】

13

新たな食品表示制度に関する消費者、事業者等への普及啓発

機能性表示食品制度を始めとする食品の機能性等を表示することが
できる制度の運用、及び消費者、事業者等に対する普及啓発

食品関連事業者等が自主回
収情報を行政に報告し、行政
が国民に提供する仕組みを構
築

加工食品の原料原産地表示制度に関するリーフレット

実態を踏まえた個別課題の検討



27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

Ｅ－１ 事業者におけるガバナンスの確保等に関する取組
【背景・現状】
＜ＪＩＳ規格見直し＞
１．我が国の強みの源泉である「ものづくり」産業において、品質データに係る不正が発覚。ＪＩＳ制度の信頼

性確保が必要な状況。
２．また、平成29年10月、産業構造審議会の下に置かれる小委員会において、グローバル市場でのルール

形成のあり方の観点から、制度の対象をサービスに拡大することなど、制度改正の方向性をとりまとめ。
＜公益通報者保護＞
１．「公益通報者保護制度の実効性の向上に関する検討会」において、平成28年12月に最終報告書を公表。
２．民間事業者向けガイドラインの改正（平成28年12月）及び国の行政機関向けガイドラインの改正（平成

29年３月）のほか、地方公共団体向けのガイドラインを策定（平成29年７月）。
３．法の規律の在り方や行政の果たすべき役割等に係る方策を検討するため、消費者委員会へ諮問（平成

30年１月）。
＜消費者団体訴訟＞
１．特定適格消費者団体による仮差押えを国民生活センターがバックアップする仕組みとして、第１９３回国

会において「独立行政法人国民生活センター法等の一部を改正する法律」が成立し、平成29年10月1日
に施行。

＜旅行業＞
１．平成29年３月、多くの負債を抱えた業者に旅行の申込みをした一部の旅行者が出発できない等の事象

が発生。同年同月、当該業者に対する破産手続開始決定が出された。
２．平成29年４月から、国土交通省において「新たな時代の旅行業法制に関する検討会 経営ガバナンス

ワーキンググループ」を開催。同年8月、ワーキンググループの「とりまとめ」を公表。
３．平成29年12月、（一社）日本旅行業協会及び（一社）全国旅行業協会において、「海外募集型企画旅行

の企画・実施に関する指針」等を制定。

【工程表における記述の骨子】
＜ＪＩＳ規格見直し＞
１．日本工業規格（ＪＩＳ）の対象をサービス等に拡大することやJISマークを用いた取引の信頼性確保に向け

た罰則強化などを含む工業標準化法（ＪＩＳ法）の改正案を第196回国会に提出することを検討。【経産】
＜公益通報者保護＞
１．改正・策定された各種ガイドラインの周知徹底、インセンティブの導入（内部通報制度に係る認証制度の

導入・普及、公共調達での評価、認証取得の促進支援）及び人材の育成に係る取組等を行う。【消費】
２．法の規律の在り方や行政の果たすべき役割等に係る方策についての消費者委員会における審議（平成

30年１月に諮問）を踏まえた上で、制度の実効性の向上に向けた更なる取組を行う。【消費】
＜消費者団体訴訟＞
１．適格消費者団体及び特定適格消費者団体に対する支援に取り組むとともに、これらの団体を支援する

民間基金の周知・広報について取り組む。【消費】
＜旅行業＞
１．有識者会議の「とりまとめ」に基づき、旅行業者の企業ガバナンスの強化及び弁済制度の在り方の見直

しを行う。【国交】 14

（１）制度の運用改善

ガイドラインの
改正・策定

新ガイドラインの周知徹底

認証制度の導入
に向けた検討

・認証制度の
導入、普及
・認証取得の
促進支援

など

（２）制度の見直し
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者団体及
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団体に対
する支援
の在り方
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の開催
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適格消費者団体及び特定
適格消費者団体に対する
支援に関する取組

《公益
通報者
保護
関係》

《消費者団体訴訟関係》

《旅行業関係》 企業ガバ
ナンスの
強化及び
弁済制度
の在り方
の見直し

企業ガバナンスの強
化の取組の着実な実
施

ＪＩＳ法の
改正を
検討

ＪＩＳ規格見直し関係》

パブコ
メ等の
実施・
検討

消費者委員会の審議を踏
まえた更なる取組
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Ｅ－２ 消費者行政における執行力の充実に関する取組
【背景・現状】
１．景品表示法の執行件数は増加傾向。

※１ 消費者庁による措置命令件数 平成27年度 13件 → 平成29年度（注） 35件
※２ 消費者庁による課徴金納付命令件数 平成28年度 １件 → 平成29年度（注） ４件
※３ 都道府県等による措置命令件数 平成27年度 ３件 → 平成29年度（注） ５件
（注） いずれも、12月１日時点

２．特定商取引法に関しては、平成28年改正により、次々と法人を立ち上げて違反行為を行う事
業者への対処、業務停止命令の期間を最長１年から２年に伸長するなど、執行に関わる制度
整備を実施（平成29年12月施行）。

３．消費者庁においては、平成30年度定員要求において特定商取引法等の特別調査に係る６人
の定員増を確保。また、法執行に係る専門家も平成30年度から１人増（13人体制）。

４．警察職員であった者や法曹関係者等の活用など、地域の実情に応じた地方公共団体におけ
る執行力の充実に関する提言がなされているところ。
・ 「地方消費者行政の充実・強化に向けた今後の支援のあり方等に関する検討会」報告書

（平成29年７月 消費者庁）

【工程表における記述の骨子】
１．不当な表示を行う事業者に対し、必要に応じて都道府県や事業所管省庁等と連携し、課徴

金制度の運用を含め、景品表示法を迅速かつ的確に運用するとともに、必要に応じ同法の執
行体制を拡充。【消費】

２．食品表示に関する監視・取締りに関し、食品表示連絡会議を設置し、関係機関の連携の下、
必要に応じて情報共有、意見交換を行い、迅速に問題のある事業者への処分等の必要な対
応を講ずる。【消費、警察等】

３．高齢者などを狙った悪質商法対策の充実・強化を図るため、特定商取引法の趣旨及び消費
者被害の実態を踏まえ、同法の厳正な執行を行う。【消費】

４．消費者の財産被害の発生又は拡大の防止のため、消費者安全法に基づく注意喚起、勧告
等の措置を迅速かつ的確に講ずる。【消費】

５．消費者庁では「消費者庁所管法令執行担当者研修」を実施し、国民生活センターにおいては、
「特定商取引法関連の消費者トラブル研修」等を実施。平成30年度からは、地方消費者行政
強化交付金を活用して、地方公共団体における警察ＯＢや法曹専門家等の登用や国民生活
センターが実施する研修への参加にかかる費用を支援。【消費】

不当な表示に係る事案に対する景品表示法の厳正な執
行

＜食品表示に関する関係法令の効果的な執行＞

食品表示連絡会議の実施等による関係省庁間及び都
道府県等との情報共有・連携強化

《景品表示法関係》

《食品表示法関係》

悪質性や緊急性の高いと思われる案件の調査の実施、
調査結果に基づく厳正な法執行

《特定商取引法関係》

消費者安全法の規定に基づく注意喚起、勧告等

《消費者安全法関係》

《地方における執行力の充実関係》

地方消費者行政強
化交付金により、
法執行体制の強化
に取り組む地方公
共団体を支援

法執行担当者研修等の実施



Ｅ－３ 臍帯血プライベートバンクに関する問題への対応

臍帯血プライベートバンクに係る注意喚起用チラシ

【背景・現状】
１．平成２９年５月以降、厚生労働省は、経営破た

んした臍帯血プライベートバンクから流出した
臍帯血を用いて、再生医療等の安全性の確保
等に関する法律に基づく手続を経ることなく再
生医療等を提供していた医療機関に対し、提
供の一時停止を命じた。同年８月の同省による
医療機関の管理者の刑事告発後、刑事告発を
された者を含む６名の被疑者が逮捕された。

２．本件を受け、臍帯血プライベートバンクの実態
調査を実施した厚生労働省は、平成29年９月
以降、当該案件の課題・問題点を公表するとと
もに、契約者であるお母さんなどへの注意喚起
のチラシの作成、臍帯血プライベートバンクに
対しての業務内容等の届出の要請などを実施。

【工程表における記述の骨子】
１．平成29年９月に、臍帯血プライベートバンクに

対し、業務内容等の国への届出を求める等の
措置を講じた。今後、「臍帯血を用いた医療の
適切な提供に関する検証・検討会議」を開催し、
本措置の実効性について検証を行っていく。
【厚労】

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

「臍帯血を用いた医療の適切な提供
に関する検証・検討会議」において、
臍帯血の品質管理・安全性の確保、
契約者への情報提供などについての
実効性を継続的に検証・検討

臍帯血プライベートバンクから届出のあった
事業実績等のウェブサイト公開等
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Ｅ－４ 美容医療に関する消費者問題への対応

改正特定商取引法施行令施行時の国民生活センターからの注意喚起
（平成29年12月）

【背景・現状】
１．美容医療に関する消費生活相談は、近年では年間で約2,000件の

相談が寄せられている。

２．医療機関のウェブサイトなどについても、虚偽・誇大などの不適切
な表示を禁止する内容を含めた医療法等の一部改正が第193回国
会で成立（平成30年６月までに施行の予定）。

３．美容医療に関する消費者トラブルの防止を図るため、一定の美容
医療契約を特定継続的役務提供として特定商取引法の規制対象
化（平成29年12月１日施行）。

【工程表における記述の骨子】
１．第193回国会で、医療機関のウェブサイトなどについても、虚偽・誇

大などの不適切な表示を禁止する内容を含めた医療法等の一部
を改正する法律が成立したため、施行に向け、省令・新たなガイド
ラインを発出する。また、ネットパトロール事業による監視体制の強
化等、必要な対策を実施。【厚労】

２．美容医療に関する消費者トラブルの防止を図るため、「特定商取
引に関する法律施行令の一部を改正する政令」（平成29年政令第
174号）により、一定の美容医療契約を特定継続的役務提供とし規
制対象に追加した。改正政令は平成29年12月１日に施行されてお
り、引き続き、周知・啓発活動を実施する。【消費】

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

医療機関
に関する
広告規制
の在り方
について
検討

・ 第193回国会で医療法
等の一部を改正する法律
が成立
・ 施行に向け、省令、新
たなガイドラインを発出
・ ネットパトロール事業
による監視体制の強化等、
必要な対策を実施

特定商取引法施行令の改
正に向けた検討

・改正法に基
づく周知・啓
発活動を実施

改正施行令の周知・啓発、
適切な執行

17



【美容医療に関する消費者トラブルの防止を図るための特定商取引法施行令の改正】
 平成27年12月の消費者委員会特定商取引法専門調査会報告書を踏まえ、１か月を超えて継続して行われる美容医療契約（５万円超のもの）の

うち、

① 脱毛
② にきび・しみ・そばかす・ほくろ等の除去
③ 肌のしわ・たるみ取り
④ 脂肪の溶解
⑤ 歯の漂白

等について、主務省令で定める方法（例：光の照射、薬剤の注射によるもの）を特定継続的役務提供として位置づけ（平成29年12月に施行）。

【美容医療に関する消費者トラブルの防止を図るための特定商取引法施行令の改正】
 平成27年12月の消費者委員会特定商取引法専門調査会報告書を踏まえ、１か月を超えて継続して行われる美容医療契約（５万円超のもの）の

うち、

① 脱毛
② にきび・しみ・そばかす・ほくろ等の除去
③ 肌のしわ・たるみ取り
④ 脂肪の溶解
⑤ 歯の漂白

等について、主務省令で定める方法（例：光の照射、薬剤の注射によるもの）を特定継続的役務提供として位置づけ（平成29年12月に施行）。

［補足１］平成２９年度に法制上の進捗が見られた主な施策

18
※ 上記のほか、第１９６回国会への法案提出が見込まれているもの（ＪＩＳ法の改正など）については、工程表の

最終的な改定作業の進捗に際し、状況の進展を踏まえて加筆を行う予定。

【仮想通貨交換業者の登録制の導入】
 仮想通貨と法定通貨の交換業者に対し登録制を導入し、マネー･ローンダリング及びテロ資金供与規制に加え、利用者保護の観点からの規制の

導入を盛り込んだ「情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための銀行法等の一部を改正する法律」（第190回国会において成立）が、平成
29年４月に施行。平成29年12月現在で16の事業者が登録。

【仮想通貨交換業者の登録制の導入】
 仮想通貨と法定通貨の交換業者に対し登録制を導入し、マネー･ローンダリング及びテロ資金供与規制に加え、利用者保護の観点からの規制の

導入を盛り込んだ「情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための銀行法等の一部を改正する法律」（第190回国会において成立）が、平成
29年４月に施行。平成29年12月現在で16の事業者が登録。

【特定商取引法の見直し】
 悪質事業者への対応（次々と法人を立ち上げて違反行為を行う事業者への対処など）、所在不明の違反事業者への対応（公示送達による処分）、

過量販売への対応（電話勧誘販売における過量販売規制の導入）等についての規定を盛り込んだ「特定商取引に関する法律の一部を改正する法
律」（第190回国会において成立）が、平成29年12月に施行。

【特定商取引法の見直し】
 悪質事業者への対応（次々と法人を立ち上げて違反行為を行う事業者への対処など）、所在不明の違反事業者への対応（公示送達による処分）、

過量販売への対応（電話勧誘販売における過量販売規制の導入）等についての規定を盛り込んだ「特定商取引に関する法律の一部を改正する法
律」（第190回国会において成立）が、平成29年12月に施行。

【医療広告に関する医療法施行規則の一部改正、新ガイドラインの策定】
 医療機関のウェブサイトなどについても、虚偽・誇大などの不適切な表示を禁止する内容を含めた医療法の一部改正（第193回国会において成

立）の施行（平成30年６月の予定）に向け、禁止の対象となる広告の内容等の省令改正及び新たな医療広告ガイドラインの策定について、検討会
の場で検討。

※ 禁止の対象となる広告の内容等の省令改正（案）
・ 患者等の主観に基づく、治療等の内容又は効果に関する体験談
・ 治療等の内容又は効果について、患者等を誤認させるおそれがある治療等の前又は後の写真等

【医療広告に関する医療法施行規則の一部改正、新ガイドラインの策定】
 医療機関のウェブサイトなどについても、虚偽・誇大などの不適切な表示を禁止する内容を含めた医療法の一部改正（第193回国会において成

立）の施行（平成30年６月の予定）に向け、禁止の対象となる広告の内容等の省令改正及び新たな医療広告ガイドラインの策定について、検討会
の場で検討。

※ 禁止の対象となる広告の内容等の省令改正（案）
・ 患者等の主観に基づく、治療等の内容又は効果に関する体験談
・ 治療等の内容又は効果について、患者等を誤認させるおそれがある治療等の前又は後の写真等



29年度 30年度 31年度

［補足２］「消費者行政新未来創造オフィス」における主な取組

【工程表における記述の骨子】
＜新たな食品表示制度の円滑な施行＞
１．平成29年度に徳島県において実施した栄養成分表示及び保健機能食品の消費者教育モデル事業の結果

を踏まえ、平成30年度以降に地方公共団体等において消費者教育を実施。

＜政策立案のための調査の実施＞
１．消費生活の現状や消費者問題に対する「調査・分析」機能の強化、及びそれを踏まえた「課題発見・対策提

示」機能の強化を図るため、徳島県や学識経験者等の協力を得ながら、理論的・先進的な調査・研究を行う。

※ 《実績》平成29年９月から、「若者の消費者被害の心理的要因からの分析に係る検討会」を開催し、同年10
月から、「障がい者の消費行動と消費者トラブルに関する調査」を開始した。また、平成30年１月から、行動経
済学等を利用した消費行動等の分析・研究として、「健康と生活に関する社会実験」を実施。

＜消費者教育の推進＞
１．高校生教材は、その活用方策等を探り、全国において効果的な使用ができるよう努める。
２．（倫理的消費に関する）先駆的取組事例の収集やプラットフォーム構築の検討、学校における取組を行う。
３．徳島県内のモニター家庭を対象とした食品ロス削減に資する取組について実証を行い、その結果を踏まえ

た食品ロス削減の取組を全国に展開する。

＜事業者等による自主的取組の促進＞
１．（消費者志向経営に関し、）地域の事業者・消費者・行政機関等と連携し、地方の事業者への普及・啓発を

行う。

※ 《実績》 平成29年10月に「とくしま消費者志向経営推進キックオフシンポジウム」を開催（徳島県との共催）
し、事業者団体、消費者団体、徳島県等で構成される「とくしま消費者志向経営推進組織」が設けられた。

２．先進的な取組（事業者団体の主導による中小企業における内部通報制度の導入促進支援、徳島県内の各
市町村に整備した通報制度の円滑な運用とその評価・改善、県内市町村共通の窓口の整備 等）を実施し、
その効果を検証・分析した上で、これを踏まえた全国展開を図っていく。

＜国民生活センターによる商品テストや研修の実施＞
１．徳島県の協力を得ながら、徳島県を実証フィールドとした、先駆的な商品テストのプロジェクトを実施。
２．主として関西、中国・四国地域の対象者を中心とした研修や、徳島県独自の研修を実施する。

徳島県を実証フィールドとした先駆的な商品テストプ
ロジェクトの実施

栄養成分表示・保健機
能食品の消費者教育モ
デル事業実施

地方公共団体等におけ
る消費者教育の実施

主として関西、中国・四国地域の対象者を中心とした
研修等の実施

理論的・先進的な調査・研究

地方公共団体、消費者、事業者、行政による
推進組織（プラットフォーム）の構築を推進

「消費者行政新未来創造オフィス」におけるモ
デル事業の実施

「消費者行政新未来創造オフィス」における、
地方の事業者への普及・啓発

公益通報窓口の整備等の促進
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○ 平成29年7月、徳島市内に「消費者行政新未来創造オフィス」を開設。理論的・先進的な調査・研究や全国展開を見据えたモデルプロジェクト

などを実施。

○ 平成29年7月、徳島市内に「消費者行政新未来創造オフィス」を開設。理論的・先進的な調査・研究や全国展開を見据えたモデルプロジェクト

などを実施。

作成した教材の効果的な活用（アクティブ・ラーニン
グの視点からの授業改善の推進も含めて検討）

教材を使用した授
業の実施（試行）

試行の検証を踏まえた全国で
の活用の推進について方策の
検討・実施


